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研究成果の概要（和文）：本研究では，今後予想される大規模災害時における住民の安全と安心を確保するため
の情報伝達・情報共有手段として，『市町村型共通基盤』を開発した．市町村型共通基盤は，災害情報共通プラ
ットフォーム，共有災害情報抽出システム，災害情報可視化システム，災害記録史可視化・分析システムから構
成される．本システムは茨城県内の市町村において評価実験を実施し，多くの項目において高い評価を得ること
ができた．今後は，各自治体が既に導入しているLアラートやJアラートなどの防災システムとの連携を図り，よ
り広域的に災害情報の共有と発信を可能とする防災システムの研究開発を推進する必要がある．

研究成果の概要（英文）：In this research, we developed a "Regional Common Platform" as a means of 
information transmission and information sharing to secure the safety and security of the residents 
at the time of mega disasters. The regional common platform consists of disaster information common 
base, shared disaster information extraction system, disaster information visualization system, and 
disaster record history visualization and analysis system. This system implemented evaluation 
experiments in municipalities in Ibaraki prefecture, and we were able to obtain high evaluation in 
many items. In the future, it is necessary to cooperate with disaster prevention systems such as 
L-Alert and J-Alert that each local government has already introduced.

研究分野：計算機システム・ネットワーク，ネットワークアーキテクチャ，情報学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　災害情報共通プラットフォームは，自治体災害対策本部の業務を簡素化し，迅速かつ正確な情報を伝達できる
新しい共通基盤であり，コグニティブ手法により瞬時にケーブルテレビやSNSなどに情報を提供できる点に社会
的意義がある．また，災害情報共有可視化システムは，災害対策本部内で共有が必要な情報のみを自動で抽出す
るとともに，多種多様なコンテンツを同時に提示する新しい共有基盤であり，メタな臨場感の提示により，思考
を中断しないインタラクティブな共有環境を実現する．本研究の実用化により，情報整理や被害対応等のボトル
ネックが解消され，防災対策の第一次的責務を有している災害対策本部活動の著しい改善が見込める．



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 東日本大震災による津波被害や御嶽山の火山噴火，台風による茨城県常総市の豪雨被害など
に代表されるように，日本は地震，津波，火山噴火や大豪雨などの自然災害が多発する地域で
あり，住民の安全と安心を守るうえで「防災・減災」に資する技術の開発はもっとも重要な研
究テーマの一つである．平成 25年 11月には「首都直下地震対策特別措置法」が制定され，「南
海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法」が改正されるなど，自助・共助・
公助による地域防災力強化が最重要課題とされている．東日本大震災においては電力，情報通
信，携帯電話が利用できず災害情報の収集や応急対応は困難をきわめた．また全国的な人口減
少と高齢化の加速とともに住民の防災力が低下し，安心・安全の確保や高齢者の医療，介護，
見守り支援の問題も深刻な課題となっている．このため，防災行政無線や緊急防災メール，災
害ポータルサイトといった様々な情報伝達ツールを介して災害対策本部から住民に迅速に情報
を伝達する市町村型のプラットフォームの実現が望まれている．また，災害対策本部内では集
約された災害情報を紙媒体で処理し，ホワイトボードなどに時系列で手書きすることで情報共
有が成されている．このため，膨大な災害情報を電子的に処理し，刻一刻と変化する状況をリ
アルタイムに確認できる情報共有ツールの実現が望まれている． 
 
２．研究の目的 
本研究では東日本大震災の経験を生かし，今後想定される首都直下型地震や南海トラフ地震
といった大規模災害時に，災害対策本部から住民に対して迅速に避難勧告や避難所情報といっ
た情報を様々な伝達ツールを介して共有可能な 1)災害情報共通プラットフォームの開発と評
価実験を目的とする．また，災害対策本部に集約された膨大な災害情報を電子化し，本部内に
おいて被害状況や対応状況を可視化する 2)災害情報共有可視化システムの開発と評価実験を
目的とする．さらに，開発した災害情報共通プラットフォームを介した各情報伝達ツールから
の情報発信に際しては，3)大規模災害に対応可能なネットワークを使い，大規模災害を想定し
た場合のシステム全体の機能や性能評価実験を行う． 
1)災害情報共通プラットフォームの開発では，フレーム型情報抽出技術やパターンマッチ情報
抽出技術により，電子化された災害情報から住民に伝達すべき情報を自動で抽出し，各自治体
が保有する様々な情報伝達ツールに応じたフォーマットで自動的に伝達情報を作成する機能を
開発する．さらに，本プラットフォームを介して一斉に各情報伝達ツールから住民に災害情報
を発信する機能を開発する．共通プラットフォームの開発により，住民に対して様々なメディ
アや情報伝達ツールから災害情報を迅速に伝達することを可能にする． 
2)災害情報共有可視化システムの開発では，プラットフォームの中から災害対策本部で情報共
有すべき重要案件を自動で抽出し，本部に設置されたタッチ式の大型ディスプレイ上に，ユー
ザが手元から自由に視覚情報を大画面に提示し，視覚的に情報を共有する機能を開発する．さ
らに，タッチインタラクションを可能とし，多種多様なコンテンツを同時に表示させる高操作
性を考慮した新しい情報提示技術を開発する．災害情報共有可視化システムの開発により，職
員間での円滑な情報共有を実現するとともに，膨大な災害情報を一元管理することで，ワンタ
ッチ・ワンフリックで大型ディスプレイ上に様々なコンテンツを反映できるリアルタイムな情
報共有を実現する． 
3)大規模災害時に対応可能なネットワーク上での実証実験では，本研究で開発する災害情報共
通プラットフォームと災害情報共有可視化システムを，災害時に強い情報通信手段として開発
されている複数無線を組み合わせたネバー・ダイ・ネットワーク上で稼動させることにより，
大規模災害時の劣悪通信環境を想定した実証実験を行うことで，実用性を検証する．大規模災
害時に対応可能なネットワーク上での実証実験により，実際の大規模災害を想定した実運用上
での正確な性能評価を実現するとともに，劣悪通信環境下における住民への確実な情報伝達を
検証する． 
 
３．研究の方法 
1)市町村型共通基盤の基本設計 
 大規模災害時に災害対策本部に集約される膨大な情報を電子的に登録するための災害情報登
録システムの開発，電子化された災害情報から住民に伝達すべき情報を自動で抽出し，各自治
体が保有する様々な情報伝達ツールに応じたフォーマットで自動的に伝達情報を作成する伝達
情報自動定型文作成システムの開発，自動定型文を防災行政無線や緊急防災メールなどの各種
情報伝達ツールに一斉発信する災害情報一斉配信システムの開発，膨大な災害情報の中から災
害対策本部で情報共有すべき重要案件を自動で抽出する共有災害情報抽出システムの開発，多
種多様なコンテンツを同時表示させ，動的に可視化された災害情報をリアルタイムに共有する
災害情報可視化システムの開発を実施するため，各システムの要求定義・外部設計・内部設計
を行う．これらの設計に際しては，協力自治体へのヒアリング調査により，実際の大規模災害
を想定した際の機能設計を実施するとともに，災害対策本部にもたらされる災害情報の仕分け，
住民に伝達すべき災害情報と災害対策本部が使用する情報伝達ツールを整理する．  
2)災害情報共通プラットフォームの開発 
2.1) 災害情報登録システムの開発 
 災害情報登録システムは，各関係機関や住民から報告された情報を電子化し，本部内で迅速



に集約・共有するためのシステムである．このシステムでは，災害情報をカテゴリ化し，自治
体職員がタブレット端末を通して簡単に登録可能なシステムを開発する．登録に際しては，災
害情報の種類，重要度等の選択により瞬時に基盤サーバに伝達する．  
2.2) 伝達情報自動定型文作成システム 
 現在，災害対策本部では，情報伝達ツールごとに緊急情報を住民に配信している．例えば，
避難勧告の場合，防災行政無線用に文書を作成し，防災担当課が放送業務にあたる．一方，広
報担当課はホームページの編集，ソーシャルメディアへの投稿業務にあたるなど，非効率な状
況となっている．住民の生命にかかわる情報伝達において，迅速かつ正確に緊急情報や災害情
報を住民に伝達するため，伝達情報自動定型文作成システムでは，電子化された災害情報から
住民に伝達すべき情報を自動で抽出し，防災行政無線やホームページ，SNS などの各種情報伝
達ツールのフォーマットに合わせて自動で定型文を作成するシステムを開発する．  
2.3) 災害情報一斉配信システム 
 災害情報一斉配信システムでは，伝達情報自動定型文作成システムで作成された定型文を各
種情報伝達ツールに一斉配信するシステムを開発する．情報を伝達するツールは，ケーブルテ
レビ，コミュニティ FM，防災メール，ホームページ，SNS，防災行政無線を想定しているが，
これ以外の情報伝達ツールは協力自治体へのヒアリング調査で明らかにし，全ての情報伝達ツ
ールへの一斉配信を可能とするシステムを開発する． 
3)災害情報共有可視化システムの開発 
3.1) 共有災害情報抽出システム 
 共有災害情報抽出システムは，災害対策本部内において被害状況等の災害情報を迅速に把握
するため，電子化された災害情報の中から本部内で共有すべき重要案件のみを自動で抽出する
ためのシステムである．このシステムでは，災害情報登録システムを介して登録された災害情
報の中から災害情報の分類と重要度を抽出する．  
3.2) 災害情報可視化システム 
 災害情報可視化システムは，本部に設置された大型ディスプレイ上で動的に可視化された災
害情報抽出システムからの災害情報を共有するためのシステムである．このシステムでは，自
動抽出された災害情報の可視化機能のほかに，本部内の職員が手元で見ているスマートフォン
上の外部コンテンツを Bluetooth 通信によりワンフリックで大型ディスプレイ上に動的に可視
化できる機能を実装する．  
4)大規模災害時に対応可能なネットワーク上での実証実験 
大規模災害時に対応可能なネットワーク上での実証実験では，協力自治体において，災害時に
強い情報通信手段として開発されている複数無線を組み合わせたネバー・ダイ・ネットワーク
上で上記開発システムを稼動させ，機能と性能評価実験を行う．大規模災害時における劣悪通
信環境下での実証実験により，本研究の実用性を検証する．実証実験は，実際の大規模災害の
発生を想定した協力自治体での防災訓練等に合わせて実施し，自治体職員と住民が参加した形
での実証実験を行うことで，システム全体の機能性および性能評価により有効性を検証する． 
 
４．研究成果 
平成 28年度においては，市町村型共通基盤を構成する災害情報登録システム，伝達情報自動
定型文作成システム，災害情報一斉配信システム，災害情報可視化システムの要求定義・外部
設計・内部設計を行った．要求定義・外部設計・内部設計に際しては，複数の市町村における
防災担当セクションに対してヒアリング調査を実施し，自治体災害対策本部で取り扱う災害情
報の仕分けや情報伝達ツールの整理を行った．また，災害情報登録システムと伝達情報自動定
型文作成システムのプロトタイプを開発した． 
平成 28年度の研究成果を踏まえ，平成 29 年度においては，災害対策本部内において被害状
況等の災害情報を迅速に把握するため，電子化された災害情報の中から本部内で共有すべき重
要案件のみを自動で抽出するための共有災害情報抽出システムを開発した．さらに，本部に設
置された大型ディスプレイ上で動的に可視化された災害情報抽出システムからの災害情報を共
有するための災害情報可視化システムを開発し，その成果を国内外の学会にて発表し高い評価
を得た． 
平成 29年度の研究成果を踏まえ，平成 30 年度においては，自治体が持つ災害対応記録や地
域防災計画などの各種災害情報を蓄積し，災害対応時に災害対策本部の現状に応じた過去の適
切な災害対応記録を掲示することで意思決定を支援するための災害記録史可視化・分析システ
ムを開発した．また，市町村型共通基盤の操作性，可読性，機能性，必要性，有効性，応用性
を評価するため，茨城県内の市町村を中心として評価実験を実施した．その結果，多くの項目
において高い評価を得ることができた． 
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